
長期休暇取得促進に向けた
職員配置の適正化

2023(令和５)年１２月１９日（火）

明石市 総務局 職員室

明石海峡大橋・大蔵海岸

あかし玉子焼



本 日 の 内 容

１ 明石市の概要

２ 職員体制

３ 人員のやりくり

６ 質疑応答（時間次第）

４ 育児休業の取得促進

明石観光

ＰＲ隊長

パパたこ

５ 成果と課題



１ 明石市の概要

 位置

東西に細長いまち
（１６km×９km）

東経１３５度の日本
標準時子午線上

うみのまち・ときの
まち

コンパクト・シティー

神戸・姫路・淡路など

東西南北の交通の要衝

日照時間は県下２位

（晴れの日が多い！）



 明石市の統計指標 (2023.12.1時点)

◇ 面積 ４９.４２㎢

◇ 人口 ３０６,０６３人

◇ 世帯 １３７,３４５世帯

◇ 人口密度 ６,１９３人／㎢

＊２０１３年から、１１年連続で、

人口増加中！

県下５位／２９市

県下３位／２９市



明石市立天文科学館

魚の棚（うおんたな）
商店街

「明石の

たからもの部門」

常に上位！

新鮮な

魚介類などが

いっぱい！



あかし保健所

明石こどもセンター
（児童相談所）

関西の中核市で初

（2019.4～）

中核市移行時に設置

（2018.4～）

あかし動物センター
人と動物の共生を目指して

（2018.4～）



こどもを核としたまちづくり



ＳＤＧｓ未来安心都市・明石



やさしい社会を明石から



２ 職員体制
 職員数の推移（各年4/1時点の抜粋）

年度 正規職員（人） 備考 人口（万人）

1998 2,902 過去最多 29.0 

～ ～ ― ～

2012 2,019 前年10月に病院独法化で△約350名 29.3 

2013 1,995 財政健全化推進計画の基準年 29.6 

～ ～ ― ～

2018 1,910 中核市移行（保健所等の設置） 30.1 

2019 1,900 過去最少（児童相談所の設置） 30.2 

～ ～ ― ～

2023 1,921 中核市移行分を除くと1,779名 30.5 



２ 職員体制

 人口１万人あたりの職員数(2022.4)

定員管理上の職員数を他市と比較すると・・・

【兵庫県下：２９市】

① 市全体 → 最も少ない

② 事務職 → ２番目に少ない

【全国の中核市：６２市】

① 市全体 → １２番目に少ない

② 事務職 → ９番目に少ない



３ 人員のやりくり

(１) ４月の定期人事異動

(２) 年度途中の人事異動

(３) 局内応援制度

(４) 業務全体の見直し（中核市移行時）

(５) 業務全体の見直し（コロナ禍）



３ 人員のやりくり

(１) ４月の定期人事異動

【概要】

①１２～１月に、所属長が人員要望を提出

②１～２月に、職員室が各所属長とヒアリング

③上記を踏まえて、職員室が人事異動を調整

【ポイント】

・所属長は配置の優先順位を示す

・業務の増だけでなく、減らす業務も検討

・正規職員以外でのやりくりも検討



(２) 年度途中の人事異動

【主な理由】

①新型コロナ感染症対応（保健所体制の強化）

②国の事業（ワクチン接種、臨時給付金）

③本市独自の事業（市民サポート事業等）

【直近の実績】

・２０２０年度 １７回 ２５２名

・２０２１年度 ２５回 １９４名

・２０２２年度 １４回 ８０名

３ 人員のやりくり



(３) 局内応援制度

【目的】 ★資料あり

各局内の組織相互間における職員の応援による配
置を行うことで、効率的な行政運営を確保する。

【概要】

・局長権限で実施（職員室に事前相談の上）

・課長級以下

・原則、６か月以内

３ 人員のやりくり



(４) 業務全体の見直し（2017～2018年）

【背景】 ★資料あり

①2018年4月以降、中核市移行等により業務増

兵庫県から2,000を超える事務の移譲

②人件費など経費増を抑制する必要あり

交付税等で賄える額も限られている

３ 人員のやりくり



(４) 業務全体の見直し（2017～2018年）

【方針】

①中核市移行及び重点施策の増加分も含めて、

正規職員数１,８００名体制を目指す。

②引き続き職員配置の最適化に取り組む。

③既存事業の縮小・廃止、経常的経費の見直し。

３ 人員のやりくり



(４) 業務全体の見直し（2017～2018年）

【目標】事務職・技術職（約1,000名）対象

〇2019年4月までに必要となる職員配置･･･ 100名

◆保健所・権限移譲、児童相談所 ･･･ 60名

◆子育て支援・教育など重点分野 ･･･ 40名

↓

〇既存事業の見直しによる、職員の再配置

２か年度で各50名 ⇒ 各年5％削減

３ 人員のやりくり



(４) 業務全体の見直し（2017～2018年）

【事務の廃止・縮小・統合】

①市民目線で、過去の経緯に囚われず客観的に検討。

②市実施の妥当性・市民生活上必要性が低い等は、

原則として廃止・縮小。

③特に、10年以上継続して実施している事業は、

すべて廃止を前提に検討する。

④同じ目的で実施している事業は、

局、室、課、係を超えて整理、統合。

３ 人員のやりくり



(４) 業務全体の見直し（2017～2018年）

【事務の実施方法の見直し】

①市が取り組むべき事務も、これまでの常識や慣例

にとらわれず、民間委託、指定管理者制度の導入

など、民間活力の積極的な活用を進める。

②各課での業務の遂行に当たっても、手順等を

再度見直して無駄を省くなど、効率化を

進める。

３ 人員のやりくり



(４) 業務全体の見直し（2017～2018年）

【事務の実施体制（組織）の見直し】

①全市的な視野と柔軟な発想で、現在の組織の

枠にとらわれず、実施体制の見直しを図る。

②各局で分散実施している事務や関連する事務

を、一体実施することで、効率化が図れ

るものは、専門部署に集約する。

３ 人員のやりくり



(５) 業務全体の見直し（2020年4月）

【経緯】 ★資料あり

①コロナ禍により、市民の生活に大きな影響が

出ている。（2020年以降）

②感染症対策、市民の生活支援の２つを

最優先に取組む。

３ 人員のやりくり



(５) 業務全体の見直し（2020年4月）

【方針】

①コロナ対策にヒト、モノ、カネの重点的なシフト。

②コロナの影響によるサービス低下を極力抑える。

③定例的な業務は、思い切った廃止・縮小を行う。

④感染を想定した勤務及び即応体制を講じる。

⑤本年度＋次年度以降も視野に入れて検討。

３ 人員のやりくり



(５) 業務全体の見直し（2020年4月）

【目標】

①現行業務の優先順位を大胆に見直し、

市民の目線に立った新たな対策等を実施

↓

②業務量の２割以上を削減し、

生み出した人員を他の業務で活用

３ 人員のやりくり



(５) 業務全体の見直し（2020年4月）

【中止・延期する業務】

①新規・拡充業務も、優先度を再精査し判断。

②「新型インフルエンザ対策行動マニュアル」の

業務継続表にある優先度を参考とし、

原則、「C」格付け･･･中止、

「Ｂ」格付け･･･中止又は延期

③同マニュアルで「Ｓ」「Ａ」格付けの業務

現況を踏まえ、思い切った見直し検討。

３ 人員のやりくり



(５) 業務全体の見直し（2020年4月）

【国や県の実施が見込まれるコロナ関連業務】

・緊急経済対策事業などに関し、今後、対応が必要

となる業務を整理。

【市民の生活支援の観点から特に注力する業務】

・市民の不安解消・目配りの観点から、

現行業務で充実を図る内容を検討。

３ 人員のやりくり



４ 育児休業の取得促進

(１) 「育休１００％」宣言

(２) 両立支援ハンドブック

(３) 育休取得に係る支援体制の充実

(４) 代替職員の確保



(１) 「育休１００％」宣言

【経緯】 ★資料あり（2021年7月）

① ＳＤＧＳ未来安心都市・明石の実現に向けて、

ＳＤＧＳの目標№５「ジェンダー平等の実現」

達成を目指す。

② 男女とも子育てしやすい環境整備を図るため、

先導的な実践モデルとして、職員の育休

１００％を目標とした取組を進める。

４ 育児休業の取得促進



(１) 「育休１００％」宣言

【概要①】

・職員が一層子育てに関わる機会を持つ契機

ア 出産補助休暇（２日）

イ 育児参加休暇（５日）

ウ 育児休業（３日以上）

↓

計１０日以上を取得できるよう制度化

４ 育児休業の取得促進



(１) 「育休１００％」宣言

【概要②】

共済組合から支給･････「育児休業手当金」

標準報酬日額の2/3

職員互助会から配付･･･「育児応援グッズ」

ｶﾀﾛｸﾞｷﾞﾌﾄ(5,000円相当)

職員互助会から支給･･･「育児休業支援金」

6,000円×3日

４ 育児休業の取得促進



(１) 「育休１００％」宣言

【概要③】

・育児休業取得に伴う申請手続きの簡素化

共済組合への手当金申請は、３日以内の育児休業
分を不要とし、給与（共済）担当が代行申請

・育児休業が取得しやすい職場環境づくり

新任課長や新任係長等への研修にて、

制度説明や意識啓発を実施 など

４ 育児休業の取得促進



(１) 「育休１００％」宣言

４ 育児休業の取得促進

【対象者】

正規職員（市町村職員共済組合の加入者のみ）

【取得人数】2021年10月～2023年11月

取得済み 取得予定 合 計

全 体 120（84.5％） 22（15.5％） 142（100％）

うち男性 59（83.1％） 12（16.9％） 71（100％）

うち女性 61（85.9％） 10（14.1％） 71（100％）



(１) 「育休１００％」宣言

４ 育児休業の取得促進

【取得日数】2021年10月～2023年11月

２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

男性の平均 ９日 ３４日 ８０日

うち最長 ２５日 ４４４日 ７１５日

女性の平均 ５７１日



(２) 両立支援ハンドブック

【制度・手続き編】 ★資料あり

２０１９年８月に策定（２０２３年１月改訂）

【経緯・目的】

・「明石市特定事業主行動計画」の取組の一環

・妊娠から育休復帰後までの利用可能な制度や

手続き等について、分かりやすくまとめた

ハンドブックの必要性があった。

４ 育児休業の取得促進



(２) 両立支援ハンドブック

【上司と本人（部下）のコミュニケーション編】

２０２２年６月に策定 ★資料あり

【経緯・目的】

・「育休 100 ％」宣言の取組の一環

・上司と本人がコミュニケーションを円滑に図り、

相互の悩みや不安を共有・解消することで、

スムーズな休暇・休業取得と職場復帰に繋げる。

４ 育児休業の取得促進



(３) 育休取得に係る支援体制の充実

【背景】 ★資料あり （2023年7月～）

・「育休100％」に向けた取組、「両立支援ハンド

ブック」の作成などを進めた結果として、

育休取得率や取得人数等は増加した。

・一方で、育休取得者からは、取得に関する不安

や課題の声が寄せられている。

・支援体制の拡充をとおして、誰もが

働きやすく活躍できる環境づくりを促進。

４ 育児休業の取得促進



(３) 育休取得に係る支援体制の充実

【概要】 ★資料あり

・市全体で、育休取得から復職までの継続した

サポートを一層充実させる。

４ 育児休業の取得促進



(３) 育休取得に係る支援体制の充実

【面談の充実】

・所属長及び取得者本人の相互理解の促進を

目的とした面談の機会を確保する観点から、

以下の時期に、所属長へ面談の設定通知を行う。

４ 育児休業の取得促進



(４) 代替職員の確保

【採用など】

①会計年度任用職員や任期付職員の採用・配置

ハローワークや求人サイト等を通じて募集

②一部署に複数の育休者がいる場合、

正規職員の前倒し採用も検討・実施

※事務職、福祉職、保健師など

４ 育児休業の取得促進



(４) 代替職員の確保

【庁内応援】 ★資料あり

①「市役所育休みんなで大作戦」2022年5月～

１か月程度を目安

応援職員として想定する人材

・過去２年以内に在籍していた職員

・３年以上前に在籍し、今も経験を活かせる職員

・他の部署で類似の業務を担った経験のある職員

②その他、上記３で説明した局内応援等を活用

４ 育児休業の取得促進



５ 成果と課題

【成果】

①人員体制

他市と比較して少ない中で、人員のやりくりを各
部署で工夫して、中核市移行やコロナ禍を乗り越え
てきた。

②育休

職員それぞれが、「お互い様」の精神

で、取得を促し、市長事務部局では、

取得率が１００％となっている。



５ 成果と課題

【課題】

①人員体制

多様化・高度化する行政ニーズに対し、限られた
人材と財源の中で、将来に渡って対応できるよう、
職種等によって、増減のメリハリが必要。

②育休

個々の希望に応じて、より長期間の取得が

できるよう、さらに人員のやりくりの工夫

が求められる。



６ 質疑応答

【この場であれば】

・何なりとお聞きくださいね～！

【後日であれば】

・明石市総務局職員室

・電話 078-918-5006（直通）



ご清聴ありがとうございました‼

明石市


